
日本共産党の提案　生活と営業を守り、平和に暮らせる茨城県をつくります

　茨城県の当初予算（一般会計）は１兆円を超える規模です。当初予算で１兆円を超えているのは

全国１３都道府県で、茨城県はその中でも全国８位の財政力があります。2026年には予算規模も

●「茨城県公契約条例」を制定し、県の発注する事業で働く人の賃上げを率先してすすめます。

●介護・高齢者・障害者施設、保育・学童保育など福祉の現場で働く人の賃金を引き上げます。

●物価高対策として医療機関・福祉施設などへの光熱費助成制度を拡充します。

●会計年度任用職員の処遇改善をすすめます（雇用年限の上限撤廃、無期転換の実施、昇給など）

●「県中小企業・小規模企業振興条例」を制定し、県内経済を支える県の役割を明確にします。

　長引く物価高が家計と営業を追い詰め、無法なイラン攻撃は地域の産業に影を落としています。

大井川知事は茨城県が全国３番目の県民所得とは言うものの、県民には実感がありません。共産党

は、企業のもうけが働く人に回る割合＝労働分配率が全国平均を大きく下回っている実態を初めて

示し、県内に多数立地する大手製造業での賃上げが適切にすすむよう国と県に働きかけています。

　県は2025年６月、県内中小企業への賃上げ直接支援制度を始め、最低賃金への上乗せ支援もス

タートさせました。「対象も規模も拡大を」と共産党が求め、上限額も撤廃されるなど県政を動か

しています。使いやすい制度になるよう、周知とともに拡充を求めていきます。

　県内の公共工事や委託業務で働く人の労働条件を保障する「公契約条例」も制定し、さらなる賃

上げをすすめるよう県に働きかけます。県は公契約条例について「国の立法政策によって対応され

るべきもの」と背を向けていますが、2024年度に茨城県土木部が発注した契約件数は年間約２７

０件、総額約２９７億円にのぼります。その時給下限を引き上げて、賃上げ効果を広げます。

　ケア労働者を大切にする県政に切り替えます。社会を大本から支えているケアを手厚く保障し、

働く人も、制度を受ける人も安心できる体制整備をめざします。

（１）中小企業への直接支援を拡充し賃金が上がる茨城に

過去最大、県の財政調整基金（た

め込み金）も７４０億円にまで膨

れあがっています。大井川知事は

工業団地造成や常陸那珂港開発、

霞ヶ浦導水事業を推し進め、大企

業呼び込み型、国策追随型の県政

を続けています。豊かな財政力は

県民生活や福祉・教育の充実、地

域産業を支えるために使うべきで

あり、開発優先の県政をただすた

めに全力をつくします。
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●県民の声にもとづく地域医療の実現を求めます。

　県立中央病院と県立こども病院の再編統合が議論されています。県内地域医療の中核であり、県

の役割は重大です。住民の命と福祉を守る最も大切な責務を県が果たすためにも、県民の声にもと

づく地域医療の実現を求めます。

　国保税は県内自治体で軒並み値上げ。後期高齢者の医療保険料や介護保険料も負担増が続いてい

ます。党県議団は２６億円の国保基金、５１億円の後期高齢者医療保財政安定化基金、１８億円の

介護保険安定化基金を活用し、保険料の引き下げを要求しています。

●高すぎる国民健康保険税や後期高齢者医療保険料、介護保険料をただちに引き下げます。

（２）医療・介護・福祉の充実で安心して暮らせる茨城に
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●新県立病院の整備にあたっては、患者はもちろん医師・看護師・医療ソーシャルワーカーなど

　の医療従事者、地域住民の声を適切に反映させること。病床機能の効率化を名目にした病床削

　減は行わず、拡充すること。施設面でも機能面でも、これまでのこども病院の高い独立性と専

　門性を保障・確立し、病院機能のさらなる拡充をすすめること。

●新県立病院が子育て支援や児童虐待に対応する中核施設となれるよう、「児童相談・子育て支

　援センター（仮称）」を併設し、専門スタッフを配置すること。

●無料低額診療を県立病院で実施できるようにすること。



（３）子育て・教育の安心と子どもの個性を尊重する茨城に

　４年前の県議選で「子育て応援３つのゼロ」を訴え、切実な願いだった学校給食の無償化が実現

しました。地元農産物を積極的に活用するなど、献立の充実をはじめ豊かな学校給食を求めます。

さらに、お父さんやお母さんにとって小さな子どもの医療や保育の充実は切実な願いです。医療費

や保育料の無償化など、安心して子育てできる茨城県をめざします。

●子どもの国保税均等割ゼロをめざします。

●子ども医療費を１８歳まで無料にします。

●０～２歳児の保育料を無料にします。

●地元農産物を積極的に活用、学校給食の充実を図ります。

　学校の先生の働き方が深刻です。長時間・過密労働で、県内の小中学校・高校の先生の長期休職

者が増加傾向にあります。茨城県は2032年度までに、教員の１割を占める非正規雇用の臨時的任

用教員（臨時教員）について、1600人を正規化すると発表。共産党が長年にわたり求めてきた正

規教員の採用数を増やすことも実現しました。全国でも注目されています。先生のゆとりを取り戻

し、子どもたちにしっかり向き合える学校現場になるよう、ひきつづき改善を求めます。

●学校の先生にも残業代を支給するよう、国に給特法の改正を求めます。

　つくばエクスプレスの沿線開発で人口が急増しているつくば市では、子どもたちが通学の負担な

く通える県立高校が少なく、深刻な問題になっています。国主導のまちづくりのしわ寄せが子ども

たちに及ぶなか、県立高校の新設を求めるつくば市民の願いに対し、県は「つくば市が公立高校を

つくるべき」という無責任な冷たい姿勢です。

　県立高校の定員割れを理由にした「学校ごとの魅力度向上」やわずかな学級増だけではなく、「選

択肢を増やしてほしい」との声に応えるべきです。

●つくば市に県立高校（普通科）を新設し、子どもたちの学習権を保障します。

●遠距離通学をしている児童・生徒の通学費補助を求めます。

-4-

　免許を返納したお年寄りの買い物・通院が大変になっています。お年寄りが気軽に外出できるよ

う、県内の公共交通機関で利用できる「いばらき版シルバーパス」を創設します。東京都では満７

０歳以上を対象に、年間1000～12000円を払えば民営バスや都営バスが乗り放題になります。地

域公共交通の維持へ、市町村やバス事業者への県の直接支援を拡充します。

●低額で公共交通機関を利用できるよう「いばらき版シルバーパス」の創設を求めます。

　県内では古河市やつくば市など１６自治体で補聴地購入への補助が実現しましたが、県では軽中

難度児への支援のみで加齢性にともなう助成はありません。県独自の購入助成制度を創設します。

●県独自の補聴器購入助成制度を創設し、お年寄りの「耳の聴こえ」を支えます。



　自民党が７割も占める県議会で、大井川県政と対決し、県民の願いを届けてきたのが日
本共産党です。「政治とカネ」の問題では、企業・団体献金の全面禁止を求める声が高まり、
知事の政治資金パーティーの実態を追及。知事の資金管理団体から自民党県連への高額寄
付も判明し、形を変えた企業・団体献金が行政をゆがめるとして、政治資金パーティーの
中止を求めてきました。
　東海第二原発をめぐり、工事関係者からの内部告発を受け、地元村議とともに防潮堤の
施工不良を記者会見で公表。平和の問題では、自衛隊百里基地への長距離ミサイルの配備
撤回を要求し、住民説明会を求めた江尻県議にたいし知事は「国会でやれ」と野次で返し
ました。地域を戦争リスクに巻き込むミサイル配備と基地強化の反対を訴え、反戦平和を
貫く党として憲法にもとづく外交を県議会で求めてきました。
　「物価高から暮らしと営業を守れ」と中小企業への賃上げ直接支援も求め続け、ついに
実現。学校給食の無償化も、長年の運動や議会での提案が実を結びました。
　日本共産党には県政と対決し、願いを実現する力があります。全国８番目の豊かな財政
力を大型開発よりも県民生活に生かす県政の実現へ、対決し提案する日本共産党の議員を
県議会へ押し上げてください。

（４）全国３番目の農業県  家族農業を支える農政に

　茨城県の農業産出額は年間約4500億円を誇る全国３番目の農業県です。しかし、燃油・電気代

や肥料・飼料代の高騰で農家の経営が深刻です。後継者対策も喫緊の課題です。

　日本共産党は農業予算を抜本的に増やし、小規模家族農業を支えるよう求めています。県予算に

占める農林水産費は1980年度に14％でしたが、2023年度に3.4％にまで減っています。国や県

による大規模化一本やりと利益の追求、競争を強いる農政から、食と農を育む小規模家族農業を支

える農政に変えます。農家の自助努力に頼り切った農政の転換を図ります。

●農産物の高付加価値化に偏った県の農政から、小規模家族農業を支える農政に転換します。

●肥料・飼料価格高騰に対する県の支援拡充を求めます。

●農家の所得補償、農産物の価格保障制度の実現を求めます。

●有機野菜などを学校給食に活用し、農家の販路拡大や地産地消、有機農業の推進を図ります。

日本共産党には県政と対決し、願いを実現する力があります

今度も必ず、県議会に押し上げてください

（５）まちづくり　   巨大 DC 建設の大幅縮小を求めます

　国内最大規模のDC（データセンター）１棟目がつくば市で着工し、排熱や巨大な電力消費など

周辺住民に不安と懸念が広がっています。将来的に最大20棟、100万キロワット級のDC群が立地

する計画で、市2/3の地域の気温が２度上昇するとも指摘されています。環境評価について地元住

民や議会への説明や情報公開も行われていません。国や県、事業者にたいして住宅地への立地・建

設に規制策を講じるとともに、建設計画の大幅縮小を求めます。
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